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「テロリズム」をめぐる
戦略論的分析のための予備ノート

1.はじめに

「テロリズム」は、しばしば非合理的で理解不

能なものと捉えられることがある。本稿は、ま

ず、 「テロリズム」とは何かを定義した後に、 「テ

ロリズム」を戦略論の観点から考察した先行研

究を取り上げることによって「テロリズム」は非

合理的というよりもむしろ、合理的な戦略の産

物であることを示す。また、先行研究では「テ

ロリスト」の合法的活動の側面について明確に

戦略として位置づけられていなかったことを指

摘し、かつ国家の対「テロリズム」政策が「テロ

リスト」の思い通りの結果になってしまう逆説

的状況についても言及する。

i.i 「テロリズム」の定義の問題

「テロリズム」を考察する際、直面するのが定

義の問題である。定義の問題に関してはアレッ

クス.シュミッドの研究i)が知られているが、

未だに研究者間で一致した見解はない。

端的には、 「テロリズム」や「テロリスト」とそ

うでない行為あるいは実行者との線引きは、そ

れが合法的かどうかに起因しよう。たとえば、

宮坂直史は、 「主として非国家アクターが、不

法な力の行使またはその脅しによって、公共の

安全を意図的に損なう行為につき、国家機関と

社会の一部ないし大部分が恐怖、不安、動揺

をもって受け止める現象」2)と「テロリズム」が

「不法」な暴力行為であることを強調した定義を

行っている。また、「合法的」な暴力を含めると、

「国家テロリズム」のみならず、果ては戦争まで

含むあまりにも広範な概念になってしまう。合

法的な暴力である「国家テロリズム」と対比すれ

ば、非国家アクターが行う非合法的暴力行使が

「テロリズム」であり、それを行う非国家アク

ターが「テロリスト」、あるいは「テロ組織」と位

置付けることができる。しかし、不法な暴力行

為だけでは、強盗や殺人などの犯罪行為と「テ

ロリズム」との明確な区別はつかない。当該事

件を取り巻くさまざまな国内的.国際的政治環

境、メディア論調、さらには「テロリズム」とい

うレッテルを使用するものの政治的信条や価値

観з)によって、当該事件が「テロリズム」である

か否か、その実行者が「テロリスト」であるか否

かが決まる。

本稿では「テロリズム」を「非国家アクターが

ある一定の目的を達成するために行う非合法的

暴力手段」と考えるが、これは情報の受け手側

の反応などによって「テロリズム」であるかどう

かが決まるため、鍵括弧つきで「テロリズム」

とする。同様に、テロリストやテロ組織ではな

く、鍵括弧つきで「テロ組織」や「テロリスト」と

する。

なお、後述するように、 「テロ組織」や「テロ

リスト」が合法的な活動によって戦略的な目標

を果たそうとすることもあり、「テロ組織」や「テ

ロリスト」は「テロリズム」や非合法的行為のみ

を行うというわけではない。
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1.2 「テロリズム」は非合理的だという前提

「テロリスト」ないしは「テロリズム」は、一般

的に、狂信的で非合理的なものだと考えられて

いる。たとえば、 2006年3月にアメリカが公表

した『国家安全保障戦略』は、 「テロリズム」の原

因のひとつとして、 「テロリストたちは、世界

が嘘によって汚染され、そして陰謀理論によっ

て腐敗しているという情報を信じている人びと

からより効率的に兵士の採用活動を行ってい

る。この事実の歪曲は、生々しい憤りを忘れる

ことがないようにし、通俗的な偏見や身勝手な

プロパガンダに異議を唱えるような事実を取り

除いている」4)ことを指摘し、 「テロリスト」を

オカルト的な理論をもつ非合理的な存在との認

識を示している。これは、国家と異なり「テロ

リスト」への抑止は不可能であるという認識へ

とつながり、抑止不可能な「テロリスト」に対し

て「先制攻撃」を必要ならば行わなければならな

いとする主張へと結びつく。

しかし、本当に「テロリスト」や「テロリズム」

は、狂信的で非合理的であろうか?心理学的に

「テロリスト」の分析を試みたジェロールド.ポ

ストは、 「テロリスト」の多くに深刻な精神病は

見られない5)と述べている。

むしろ、 「テロリスト」は、合理的な計算のも

とに戦略を立ててさまざまな活動を行っている

のであり、 「テロリスト」は狂信的で非合理的あ

るという前提は支持し得るものではない。この

ことを明らかにするため、本稿は戦略の観点か

ら「テロリズム」を考察した先行研究のレビュー

と検討をおこなう。

i.3　戦略と戦術

本稿で取りあげる問題を考察する際に問題と

なるのが、 「戦略」とは何かということであるo

(2)

タラウゼヴイソツは、戦術と戦略を分けて考え

次のように定義する。 「戦術における手段は戦

闘を遂行するために訓練された戦闘力である。

その目的は、勝利である。 (中略)戦略は、この

勝利を手段として目的を達成する。この場合、

戦略は戦闘に目的を与え、その目的が戦闘の本

来的な意義になる。」6)また、次のようにも述べ

ている。 「戦略によって、戦闘計画が立案され、

この目的を達成するための一連の行動が目標に

結びつけられる。すなわち、戦略によって、個々

の戦役の計画が立てられ、その戦役における

個々の戦闘が配列される。」7)

本稿では、タラウゼヴイソツの考えを詳細に

検討する紙幅はないが、戦略とは個々の戦闘に

目的を与えるための方向性を示すものと理解

し、その基礎には合理的な判断があるものと理

解したいo

2. 「テロリズム」戦略の先行研究

「テロリズム」の研究に戦略の観点を持ち込む

ことは、主流とは言いがたい。また、このよう

な研究の手法に関して、論者によって共通で用

いられているフレームワークもない。しかし、

分析や分類の試みが何人かの研究者によってな

されている。まず、研究の現状をさぐるため、「テ

ロリズム」と戦略に関する主要な論文について

レビューを行なう。なお、 「自爆テロ」を戦略の

側面から分析したすぐれた研究もあるが8)、本

稿の主たる論題ではないため、レビューでは取

りあげていない。

2・1フロムキンの「テロリズム」攻撃理論9)

フロムキンは、 「テロリズム」を特別かつ複雑

な方法で恐怖を武器として用いることと見なし

た。彼がいくつかの事例から導き出した「テロ
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リズム」攻撃理論は、リベラルな政治体制に抑

圧的態度をとらせることで政府を大衆から離れ

たものへと変化させ、革命のための土台を設定

するというものである。しかし、実際にはこの

ように機能したことがないとも彼は指摘してい

る。

彼は、 「テロリズム」がその行動を通じてでは

なく、行動に対する反応を通じてその日標を達

成すると指摘している。つまり、 「テロリズム」

によって発生する心理的な結果(恐怖)は最終的

な目標でもなければ、 「テロリスト」が狙ってい

ることでもないと指摘しているo　むしろ狙って

いるのは、 「テロ組織」がターゲットとしている

敵(政府)が、攻撃を受けることで市民を潜在的

な容疑者と見なすような反応をとってしまい、

その結果政府の支持者が減ることである。彼は、

「テロリズム」よって達成されてきた政治的成功

の多くは、政府がこうした戦略を誤解したこと

に起因するように思えるとも述べている。

また、フロムキンは、 「テロリズム」が成功す

るか否かの鍵は我々の反応なのだと主張した。

この点は、戦略としての「テロリズム」の究極の

弱点でもあるとも指摘している。

2.2プラィスの「革命テロリズム」理論10)

プライスは、 「革命テロリズム」をとりあげる

に当たって、 「執行テロ」と「アジテーションテ

ロ」とに「テロリズム」を2分して、 「アジテー

ションテロ」を中心に論じた。「革命テロリズム」

を理解するには、革命戦略、 「テロリズム」戦術、

そして意図した効果と実際の結果の分析が必要

だと論じた。また、戦略分析のためには、独立

国家、植民国本国から離れている被植民国家、

そして支配民族と被支配民族が単一領域内に存

在する「内部植民地」の3タイプの社会経済シス

(3)

テムに分けることが必要だと主張したo　なお、

「テロリズム」戦術に関して、一般的な目的とし

て、 「挑発」があると指摘している。

彼は、ウルグアィのツハマロ運動、北部アイ

ルランド、パレスチナの3つを事例として取り

あげた。この事例分析の中でプライスは、ウル

グアイのツハマロ運動を「都市ゲリラ戦争」と位

置づけた。そして、北部アィルランドで発生し

ている「テロリズム」の主要な目的は、英軍の駐

留コストを吊り上げることであると指摘したo

また、パレスチナに関してフアタフアの「テロ

リズム」を取りあげ、イスラエルが強硬姿勢を

とることはコストがかかり、交渉による解決が

小さな悪弊だと思わせることにその目的がある

と分析した。

2・зクレンショーの戦略的決定論11)

クレンショーは、 「テロ集団」が政治的および

戦略的な理由から「テロリズム」の実行を決断す

ると主張する。彼女によれば、フランス革命以

来、 「テロリズム」の戦略は、政治的変化をもた

らすための交渉手段として徐々に進展し、反体

制派に選択肢を与えるよう変化を遂げてきてい

る。また、反体制派は、他の手段が失敗した時

に、しばしば「テロリズム」を実行する。

「テロリズム」を用いるか否かは反体制派が直

面する重要な問題のひとつである。そして、多

数の革命運動がこの問題をめぐって分裂してき

ている。

「テロリズム」のコストは高い。政府の懲罰的

行動を招くことは必然であり、民衆の支持を失

う可能性もある。しかし、利点もある。まず、「テ

ロリズム」によるアジェンダの設定機能がとて

も有用だということであるoまた、「テロリズム」

は、体制に反抗することができるということと、
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違法な反対行動が可能なのだということを一般

に知らしめることができる。なお、「テロリズム」

によって政府の鎮圧行動を招くことで、かえっ

て「テロ組織」側の正義を示すことになるという

主張に関して、その成功は政府側が混乱を封じ

込めるための行動期間と、不安全と鎮圧の両者

に関する民衆の耐性に左右されると指摘してい

る。

要するに、 「テロリズム」という選択肢は、政

府と反体制側の関係への考慮とともに、タイミ

ングと反乱への民衆の参加についての考慮を含

む。 「テロリズム」を行なうべきとの主張は、「テ

ロ組織」がとりうる他の手段がないか、あるい

は「テロリズム」の結果についての計算を誤って

いるかだが、彼らの決断は論理的な思考過程に

基づいてなされているとクレンショーは主張し

ている。

2.4バーモンの「テロリズム」戦略論12)

バーモンは、世界で発生する「テロリズム」に

共通して見られる戦略が少なくとも5つあると

主張する。これらの戦略には破壊と建設の両面

があり、ターゲットに被害を与えるだけでなく、

大きな権力への駆動力として「テロ集団」の発展

をもたらすと彼は分析するo

バーモンが列挙する第一の戦略は、カオスを

広めることである。 「テロリズム」による効果は

ハブからスポークのように広まって、人びとが

公的行事への出席を避け、政府への信頼を失墜

させる。なお関連して、バーモンは、 「テロリ

ズム」だけでは権力獲得はできず、他の獲得戦

略とともに「テロリズム」が用いられることが多

いと指摘している。第二の戦略として、政府の

信用を落とし破壊することをバーモンは指摘す

るo　この戦略によって、 「テロ組織」は政府に

(4)

取って代わろうとするo　この戦略には、政治的

プロパガンダと政治的前線の2つがよく用いら

れる。第三の戦略は、経済および財産へのダメー

ジである。税収や外国投資の減少による資産家

や政府の損失を意図している。第四の戦略は、

軍隊への攻撃である。軍隊に対「テロリズム」行

動を取らせることで、国防費を消耗させるため

である。第五の戦略は、国際的行動と「テロ組織」

が訴える大義の国際化である。他国で活動し、

あるいは国連の政治経済部門などで彼らの政治

闘争を認めさせようとする。

彼は、成功をおさめた「テロ組織」は、政治的.

社会的環境に適した「テロリズム」の使用を計算

し、そして多様な手段を用いて、さまざまな要

因で発生する変化に対応するようアプローチを

変えていると指摘する。また、現代の「テロリ

ズム」の本質は以前から変わっておらず、その

要点は、政治的目的のために罪なき人びとを常

に利用していることだと主張する。

2.5ニューマンとスミスの「テロリズム」戦略的

段階論13)

ニューマンとスミスによれば、 「テロリズム」

には3つの段階がある。第一段階は、精神錯乱

である。 「テロリスト」たちは既存の民族的な垣

根を乗り越える必要性を感じているので、恐怖

と精神錯乱の状態を作り出し、観客を得て、そ

して政治的影響力を得ようとする。

次の段階は、ターゲットの反応である。これ

について、 N.O.ベリーによる、ターゲットの反

応に関する次の4つの分類を彼らは採用してい

る。その4つとは、 ①ターゲットの過剰反応、

②権力の喪失、 ③穏健派への誤った抑圧、 ④穏

健派への妥協、である。

最後の段階は、正統性の獲得である。正統性
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を確保するためには宣伝が必要になるo表現の

自由が保障されない国家はもちろん、保障され

ている国家においてですら、 「テロ組織」がもつ

将来へのヴィジョンを宣伝することは難しい。

しかし、 「テロ組織」は、メディアの操作、草の

根の政治的扇動を行なって、そうした障壁を乗

り越えようとするのだというo 「テロリズム」の

効用は、正統性の確保という点では限定的なも

のにとどまる。

しかし、こうした戦略的な「テロリズム」には

限界がある。まず、 「テロリズム」に関する2つ

の前提についての問題がある。第-の前提は、

一度「テロリズム」の暴力に晒されれば「テロ組

織」が問題視する政府の政策などは崩れ去ると

いうことである。だが、これは植民地からの独

立の経験に基づくものであり、その他の状況に

必ず当てはまるというものではないo　もうiつ

の前提は、 「テロリズム」はターゲットとなる人

びとの中にある程度の恐怖を植えつけるという

ことである。しかし、錯乱状況で「テロリスト」

への非難が起こるかもしれないoつまり、体制

の抑圧的な反応を引き起こして支持者を切り崩

すというよりも、むしろ対「テロリズム」政策の

方が人びとから支持を得るかもしれない。

また、もしも「テロ組織」が勝利を望むのであ

れば、支持者の転向を防ぐために紛争を激化さ

せる必要に迫られる。だが、これには、残虐か

つ無差別な暴力によって世論の支持が崩れてい

く可能性や政府が対抗措置を強力に行なう危険

がある。

なお、彼らは、目的達成の手段としての「テ

ロリズム」には非常に懐疑的な立場を取ってい

る。

2.6キッドとウォルターの「テロリズム」戦略分

類14)

キッドとウォルターは、 「テロリスト」の戦略

を5つに分類して、それらが効果を発揮しやす

い状況と対応策について論じた。なお、本稿は

「テロ組織」の戦略分析に焦点をあてているた

め、彼らが論じている対応策については、この

レビューでは取りあげていない。

まず、第-の戦略が消耗である。これは、 「テ

ロ組織」がターゲットに課すコストが大きくな

るほど、将来の課せられるコストへの脅威の信

感性が増し、ターゲットが譲歩をしやすくなる

というものである。この戦略が結果を出すには、

当該争点に関するターゲットの利害は根本的な

ものかどうか、ターゲットが行う報復措置に関

する制限はどうか、ターゲットのコストへの耐

性はどうかといった変数によって左右される。

次に彼らがあげる戦略は脅迫であるoこれは、

抑止戦略と似ていて、脅迫によって意図せざる

行動を予防するというものである。国家の力が

弱いと、この戦略の被害を受けやすい。

三番目に彼らが指摘するのは挑発であり、政

権交代や領域変更を目的とする「テロ組織」に

よってしばしば使われる。攻撃対象は邪悪かつ

信頼が置けないから、積極的に抵抗すべきだと

国内の聴衆を説得する意図がある。政府が中程

度の残虐行為を行なうようなとき、この戦略は

機能する。

妨害が次に彼らがあげる戦略である。 「テロ

リスト」側の穏健派リーダーとターゲットとし

ている政府側との平和交渉を成功させないため

の戦略である。穏健派が力を持っているから「テ

ロリズム」を中断できると政府側が認識してい

る時、この単餌各は成功する。

最後が優位である。この戦略は、複数の党派

(5)
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が権力闘争を行なっていて、そして一般市民が

どの党派が自分たちの利益を最も代表するのか

わからないという条件がある時に機能する。

なお、これらの戦略は同時に複数が用いられ

ることもある。

3.先行研究の検討

3.i 「テロリズム」の合理性

上記の先行研究から、まず、 「テロ組織」が戦

略的な判断で「テロリズム」を実行していること

が明らかである。これは、当該「テロ組織」がお

かれている政治的.社会的環境に即して、多様

な手段・方法が用いられるということでもある。

「テロリズム」は社会的混乱を発生させる。し

かし、 「テロ組織」は、社会的混乱だけを起こし

たいのではない。 「テロリズム」によって政府に

強力な鎮圧行動を取らせて、これによる政府の

支持者の減少まで計算していることが先行研究

で指摘されている。ある種の挑発行為ともいえ

るが、そこには政府の信用失墜に伴う「テロ組

織」への支持者増加の意図もある。だが、正統

性獲得という点では、 「テロリズム」はさほど効

果はない。したがって、正統性確保のため「テ

ロ組織」は政治的プロパガンダを行なったり、

政治部門を作って草の根活動を行なうことがあ

る。 「テロリズム」は、ターゲットとなっている

政府や観客である一般市民の反応がその成否を

左右し、実行するタイミングと反乱への民衆参

加の可能性についての判断をテロ組織は求めら

れることになる。また、当該「テロ組織」の掲げ

る目的を広げるため、国際的な活動を行なうこ

ともある。

「テロリズム」のもう1つの重要な効果とし

て、社会的.経済的コストを政府側に課すとい

うことが先行研究から明らかになっている。「テ

ロリズム」によって治安維持のためのコストが

かさめば、政府側の社会的・経済的体力が消耗

される。また、度重なる攻撃によって税収や海

外投資が減少すれば、政府側に打撃を与えるこ

とにもなるo

だが、 「テロ組織」にとって「テロリズム」は

利点のみを与えるものではない。まず、 「テロ

リズム」によって政府の鎮圧行動を惹起させる

ことでテロ組織側の支持者を増やすという理論

は、鎮圧に要する期間と市民の耐性によって効

果が左右される。政府が超強力な対抗措置を発

動させることで、 「テロ組織」それ自体が壊滅に

追いやられるリスクがある。さらに、 「テロリ

ズム」によって社会的混乱を発生させることで、

かえって敵である政府の支持者を増やす可能性

がある。また、 「テロ組織」が自分たちへの関心

を引くために「テロリズム」を頻発させ紛争を激

化させても、かえって支持者は離れてしまうこ

ともある。

このように、先行研究から「テロリズム」は、

それが成功するかどうかは別にして、非合理的

な攻撃ではなくむしろ合理性をもった戦略的意

図によっておこなわれる攻撃であることが指摘

できる。したがって、 「テロリズム」が非国家ア

クターによる非合理な攻撃とみなすことは適切

ではない。この意味では、神保、高橋、古賀に

よる報告書(以下、東京財団報告書15)と、筆者

は同意見である。

しかし、東京財団報告書は、 「テロリズム」の

戦略的合理性から「テロリスト」に対する抑止は

可能だと主張を展開しているが、筆者はこれに

全面的に同意しているわけではない。 「テロ組

織」は合法的戦略をとることもあり、画一的な

「テロリズム」という定義だけでは現実をとらえ

きれないが、東京財団報告書ではその点を十分

(6)
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考慮しているとはいえない。また、先行研究で

指摘されているように、 「テロ組織」は国家の側

のオーバーリアクションを意図した攻撃を行う

が、東京財団報告書はこうした戦略を検討して

いない。以下、もう少し詳しく、 (1)「テロ組織」

の合法的戦略と、(2)対「テロリズム」政策によっ

て、却って「テロ組織」の戦略にはまってしまう

逆説的状況について論じたい。

3.2非合法活動だけなのか?

「テロ組織」が合理的な戦略的意図を持ってい

るとすれば、合理的と判断すれば「テロリズム」

ではなく他の平和的活動をとることがあっても

おかしくはない。

たとえば、 IRAには政治部門としてシン.

フェイン党がある。シン.フェイン党は1905年

に結党され、 1918年に英国議会での議席を始め

て獲得している。 IRAは、 20世紀を通じてさま

ざまな「テロリズム」活動を行ってきたが、 2005

年7月に公式に軍事闘争の放棄を宣言し非軍事

路線を歩みだした。同様にプロテスタント系の

UVFも2007年5月に武装放棄を宣言している。

これによって、 2007年5月に北アイルランド自

治政府が再開された。そして、同自治政府の

マーティン・マクギネス副首相はシン・フェイ

ン党の所属である。また、シン・フェイン党は、

2007年6月のアイルランド議会選挙で4つの議

席を獲得している16)。

「テロ組織」が選挙に出て、その結果が多い

に注目された例としてハマスがあげられる。ハ

マスは、アメリカをはじめいくつかの国家か

ら「テロ組織」と法的に指定されている17)。多く

の「テロリズム」を行ってきたことは、 MIPTの

データベース18)を検索すれば明白であるo　しか

し、 「テロリズム」だけを行っている組織ではな

く、パレスチナ人から支持を得て正統性を確保

するために、ハマスは極めて戦略的に行動して

いる。まず、ハマスは、イスラム抵抗運動の略

語であり、かつアラビア語で「熱狂」を意味する

組織名であるが、これは組織名から即座に軍事

組織を思い浮かべることがないような配慮をし

たためであるo　そして、ハマスは設立当初から

「ゆりかごから墓場まで」の医療.社会サービス

を提供しているが、イスラエル占領下のパレス

チナ人はイスラエル政府によって十分な保護を

享受しているとは言い難い状況があるため、支

持者を増やすことにつながっている。さらに、

ハマスが打って出た2006年1月25日のパレスチ

ナ議会選挙では、浮動票を最大限取り込むため、

フアタフアのこれまでの失策に焦点を当てて選

挙運動を展開したo選挙スローガンは軍事的な

アジェンダを一切避けて、その代りに「変革と

改革のために」と上昇志向のスローガンを掲げ

た。さらには、アル・アクサテレビを立ち上げ、

マスコミにも積極的に対応するようにした。結

果、 132議席中76席をハマスが勝ち取り、自治

政府の主導権を握る勢力になった19)。

このような事例から、すべての「テロ組織」が

合法的活動を行うと述べることは早急である。

しかし、非合法的な活動を行う存在としての「テ

ロリスト」や「テロリズム」という規定からは明

らかに外れた活動があることを示している。先

にレビューをした先行研究では政治的前線や扇

動活動について言及はあるが、 「テロ組織」の合

法的活動を明確に戦略の一つとして位置づけて

はいない。

また、 「テロ組織」の戦略が非合法的暴力活動

を放棄して完全に非暴力的活動の方向に移行す

れば、それはもはや「テロ組織」ではなく政治運

動ないしは政党になり、テロリズムと関係がな

(7)
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くなる。次節で触れる対テロリズム政策がもた

らす逆説的な状況を考えれば、 「テロ組織」の戦

略が非暴力活動へと移行するプロセスの検討が

重要になってこよう。

3.3対「テロリズム」政策の逆説?

「テロ組織」は、国家側の過剰な反応を期待

して「テロリズム」攻撃を行う戦略をとってい

ることが先行研究において指摘されていた。

強硬な鎮圧措置のみならず、事件以後の捜査

態勢、入国管理体制や監視体制の強化などに

よって、 「テロリズム」によって生じた不安や

恐怖がさらに増長されてしまい、終極的には

それらの措置をとった国家側の支持基盤、あ

るいは公共空間が揺らぐことまで拡大解釈で

きよう。なお、対「テロリズム」政策として外

国人に対する監視体制が強化されてしまった

ため、かえってそれが不安の源泉になってい

るとの研究成果もでている20)。

対「テロリズム」政策は、事後的には「テロリ

ズム」発生に伴って生じた人びとの不安や恐怖

を解消するもののはずである。ところが、実際

には、事後的に強化されていく対「テロリズム」

政策によって、さらに人びとの不安や恐怖は増

長し、状況が悪化していることも少なくはない。

これが、 「テロ組織」の戦略だとしたら、国家の

側は「テロ組織」に対抗しようとすることで、逆

に「テロ組織」の意図通りにふるまってしまう逆

説的な状況を招く結果になる。つまり、対「テ

ロリズム」政策が「テロ組織」の意図通りの結果

を招くことがありうる。

この対「テロリズム」政策のもたらす逆説的な

状況の実情と原因は今後の検討課題であるが、

仮説として国家の安全保障の問題をあげたい。

まず、安全保障そのものは、客観的安全と主観

的安全の2つから構成されている。客観的安全

とは、事実として、かつ客観的に外部から侵略・

攻撃されないという意味である。他方、主観的

安全とは、心理的要素であり、外部から侵略.

攻撃されないと確信することである。客観的安

全と主観的安全の2つを満たすことによって、

安全保障が保たれている状態になる。しかし、

心理的な要素である主観的安全を直接的に満た

す措置はありえない。そこで、この2つの要素

を満たすために、国家の安全保障は客観的安全

と主観的安全は密接な関係にあるものとみな

し、客観的安全を増進させることによって、だ

いたいにおいて主観的安全も増進するものだと

考える21)。対「テロリズム」政策も、こうした国

家の安全保障の考え方にそった、客観的安全の

増進のための措置だと捉えることができよう。

だが、客観的安全と主観的安全が密接に関係

していると考えるのは事実に即しているとは言

い難い。少なくとも、両者は比例関係になって

いるわけではない。客観的安全が損なわれるこ

とで主観的安全が増すことも理論的にはありう

るし、その逆もありうる。対「テロリズム」政策

の逆説的状況は、客観的安全の増進が主観的安

全を損なっている例であり、この原因は国家の

安全保障が客観的安全の増進が主観的安全の増

進へとつながるものだと素朴に想定しているた

め問題を把握できないことに起因するものと考

えられる。また、先に言及した東京財団報告書

において、対「テロリズム」政策のもたらす逆説

的状況の可能性に言及せずに「テロ組織」の封じ

込めを提唱しているのも、同報告書が国家の安

全保障の考え方に基づいていることが要因の一

つだと考えられる。

(8)
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4.むすびにかえて

「テロ組織」が「テロリズム」のみならず、合法

的な手段を用いることもあることが本稿で明ら

かになったが、ここで「テロリスト」の定義の問

題を再び検討する必要に迫られる。すなわち、

非合法的な暴力である「テロリズム」を行う人間

が「テロリスト」であり、その集団が「テロ組織」

という括りでは実情を捉えきれない。この実情

を捉える適切な用語は何かを探すことも必要に

なってこようが、それ以上に先行研究では明確

に位置づけられてこなかった「テロ組織」の戦略

としての合法的活動を検討することが求められ

よう。

次に、先行研究を検討する中から、 「テロ組

織」がテロリズムを放棄して、選挙で自らの主

張を訴える可能性は、正統性を求める手段とし

てゼロではないことが明らかになった。しかし、

当該組織が所在する国家が、民族集団の構成や

宗教集団の構成などのため彼ら/彼女らの主張

が選挙では反映されずに埋没するような構造に

なっている場合、 「テロ組織」は民主的な手段

よりも非合法的手段によって正統性を確保する

戦略をとったほうが合理的と判断することであ

ろう22)。 「テロリズム」の原因を還元主義的に明

らかにすることは不可能だが23)、 「テロ組織」の

目的が政治的正統性を確保することであり、そ

の目的のために戦略的に活動をしているのであ

れば、当該組織の置かれている国内的環境を踏

まえてなぜ彼ら/彼女らは平和的な手段を戦略

として用いないのか(用いることができないの

か)、そして内発的に彼ら/彼女らの非合法的

暴力活動が平和的活動.非暴力的活動へと完全

に移行するプロセスはどのようなものなのか検

討することを今後の研究上の課題としてあげる

ことができる。

最後に、本稿において指摘した対「テロリズ

ム」政策がもたらす逆説的な状況について、そ

の理論の精微化と実情の検討を行うことが今後

の課題になる。本課題においては、 9.11事件

以後顕著にみられる監視体制の強化や入国管理

体制の強化の問題、そして自由権と安全の問題、

対「テロリズム」戦争がもたらす問題などを取り

上げるべきトピックとしてあげることができよ

う〇本課題の考察の際には、対「テロリズム」政

策の背後にある国家の安全保障の概念を詳細に

検討することも求められる。また、この課題に

取り組むことは、第二の課題と関連して「テロ

組織」の行動が非暴力活動に完全移行すること

目的とした、封じ込めや先制攻撃論とは異なっ

たオルタナティブな政策の可能性追求を最終的

な検討課題とすることになり、そして人間の安

全保障論へとつながることが期待される。

以上、多少大風呂敷を広げたが、本稿は予備

論という性格のため結論ではなく、以上の課題

をもってむすびに代えたい。
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